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四万十市住宅耐震改修等促進事業費補助金交付要綱 

 

令和３年４月１日 

告示第38の11号 

 

（趣旨） 

第１条 この告示は、四万十市補助金等交付規則（平成17年四万十市規則第35号。以下「規則」

という。）第21条の規定に基づき、既存住宅及び移住支援住宅の耐震改修等の促進を図り、地

震発生時の住宅の倒壊等による被害の軽減及び移住の促進を目的として、建築物の耐震補強設

計及び耐震改修等を実施する当該建築物の所有者に対して交付する四万十市住宅耐震改修等促

進事業費補助金（以下「補助金」という。）に関して、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) 既存住宅 昭和56年５月31日以前に建築された住宅（戸建、長屋及び共同住宅であって、

用住宅及び貸家を含む。）をいう。ただし、次に掲げるものを除く。 

ア 国、地方公共団体その他の公の機関が所有するもの 

イ 販売を目的とするもの 

(2) 既存木造住宅 既存住宅のうち、木造（在来構法（軸組構法及び伝統構法をいう。）又は

枠組壁工法）の住宅をいう。 

(3) 既存非木造住宅 既存住宅のうち、鉄骨造、鉄筋コンクリート造及びこれらの構造と木造

との混構造の住宅をいう。 

(4) 木造住宅耐震診断 改訂版高知県木造住宅耐震診断マニュアルに基づき耐震診断士が実施

する耐震診断をいう。 

(5) 非木造住宅耐震診断 既存非木造住宅の地震に対する安全性を構造設計一級建築士等が評

価することをいう。 

(6) 上部構造評点 改訂版高知県木造住宅耐震診断マニュアルに基づく耐震診断による評点を

いう。 

(7) 耐震診断士 高知県木造住宅耐震診断士登録制度要綱に基づき登録された建築士をいう。 

(8) 登録設計事務所 高知県木造住宅耐震化促進事業者登録制度要綱に基づき登録された建築

士事務所をいう。 

(9) 構造設計一級建築士等 建築士法（昭和25年法律第202号）第10条の２第３項の規定によ

り構造設計一級建築士証の交付を受けた建築士又は鉄骨造の構造部分を有する住宅にあって

は鉄骨造耐震診断資格者講習、鉄筋コンクリート造の構造部分を有する住宅にあっては鉄筋

コンクリート造耐震診断資格者講習、鉄骨鉄筋コンクリート造の構造部分を有する住宅にあ

っては鉄骨鉄筋コンクリート造耐震診断資格者講習を修了した者をいう。 

(10)耐震改修設計 地震に対する安全性の向上を目的として実施する補強工事の設計図書（計

画書、積算見積書を含む。）の作成をいう。ただし、既存木造住宅については登録設計事務

所に所属する耐震診断士が、既存非木造住宅においては構造設計一級建築士等が行うことと

する。 

(11)登録工務店 高知県木造住宅耐震化促進事業者登録制度要綱に基づき登録された工務店を

いう。 

(12)耐震改修工事 地震に対する安全性の向上を目的として実施する補強工事を含む改修工事

をいう。ただし、既存木造住宅については登録工務店のみが行うこととする。 

(13)住宅耐震改修助成額 租税特別措置法（昭和32年法律第26号）第41条の19の２に規定する

所得税額の特別控除の額と四万十市が交付する補助金の合計額とする。 

(14)移住者 県内に住所を有していない者で、県外に５年以上居住しているもの又は県内に住

所を有して原則として１年を経過しない者で、住所を有する前に県外に５年以上居住してい

たもの。 

(15)移住支援住宅 四万十市内に所在し、移住者の居住の用に供することを目的とする空き家

で、集合住宅ではないもの。 

(16)段階的耐震改修（１階改修型） 耐震改修工事のうち、１階部分と２階部分の工事の実施
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時期を分けて、段階的に行う改修工事をいう。 

(17)利子補給制度 独立行政法人住宅金融支援機構による高齢者向け耐震改修融資への利子補

給制度をいう。 

（補助対象者） 

第３条 この補助金の交付対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、次の各号のすべて

に該当するものとする。 

(1) 現に居住の用に供している住宅又は居住の用に供する予定のある空き家住宅の所有者（登

記名義人若しくは管理人（納税管理人、相続人代表者、現に所有する者等その住宅を所有

し、管理すると認められる者又は住宅の所有者と親子関係にある者等市長がやむを得ないも

のとして認めたもの））であること。 

(2) 市税・県税を滞納していない者であること。 

（補助対象事業及び補助対象経費等） 

第４条 補助対象となる事業は、既存住宅及び移住支援住宅を対象に補助対象者が行う住宅耐震

改修設計費補助事業、住宅耐震改修工事費補助事業及び移住支援住宅改修工事費補助事業と

し、予算の範囲内で補助金を交付する。 

２ 前項に規定する補助対象事業（以下「補助事業」という。）の補助対象経費、補助要件、補

助率及び補助限度額は、住宅耐震改修設計費補助事業及び住宅耐震改修工事費補助事業につい

ては別表第１に、移住支援住宅改修工事費補助事業については別表第２に定めるとおりとす

る。 

３ 補助事業のうち、住宅耐震改修工事費補助事業において、耐震補強に明らかに寄与しない設

計又は工事がある場合は、これに係る経費を分離して算定するものとする。 

（補助金額） 

第５条 補助金額は、補助対象経費又は補助限度額のいずれか少ない方の額とする。 

（補助金の交付申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、補助金交付申請書

（耐震改修設計分）（様式第１号）又は補助金交付申請書（耐震改修等工事分）（様式第２

号）に、その申請の区分に応じて次に掲げる関係書類を添えて市長に提出しなければならな

い。 

(1) 耐震改修設計費補助事業 

ア 市税・県税を滞納していない者であることを証明する書類 

イ 耐震診断報告書（写し） 

ウ 耐震改修設計費見積書（内訳が記載されているものに限る。） 

(2) 耐震改修工事費補助事業及び移住支援住宅改修工事費補助事業 

ア 市税・県税を滞納していない者であることを証明する書類 

イ 耐震診断報告書（写し） 

ウ 同意書（様式第２号の２） 

エ 改修工事費見積書（内訳が記載されているものに限る。） 

オ 位置図、配置図、平面図等（改修内容の記載されたもの） 

カ 改修計画書（様式第３号） 

キ 耐震改修工事後の想定耐震診断報告書 

ク 【リ・バース60】耐震改修利子補給制度利用に関する書類（利子補給制度を利用する場

合のみ提出） 

２ 申請者は、前項の申請に当たっては、当該補助金に係る消費税仕入控除税額等（補助対象経

費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち、消費税法（昭和63年法律第108号）の規定

により仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額に当該金額に地方税法（昭和25年法

律第226号）に規定する地方消費税の税率を乗じて得た額を加えた金額をいう。以下同じ。）

があるときは、これを減額して申請しなければならない。ただし、申請時において当該消費税

仕入控除税額等が明らかでないものについては、この限りでない。 

３ 市長は、第１項の申請書を受理した後、必要に応じて現地調査等を行うことができるものと

し、申請者はこの現地調査等に協力しなければならない。 

（補助金の交付決定） 
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第７条 市長は、前条第１項の申請があったときは、速やかにその内容を審査し、補助金の交付

の可否を決定し、適当と認めたときは補助金交付決定通知書（様式第４号）により、適当でな

いと認めたときは補助金交付却下通知書（様式第５号）により当該申請をした申請者に通知す

るものとする。 

２ 申請者が四万十市の事業等における暴力団の排除に関する規則（平成24年四万十市規則第７

号）第２条第２項第５号に規定する排除措置対象者（以下「排除措置対象者」という。）と認

められるときは、補助金の交付はしないものとする。 

３ 市長は、補助金の交付決定に際し、必要な条件を付することができる。 

（地位の承継） 

第８条 前条第１項の規定により補助金の交付決定を受けた申請者（以下「補助事業者」という。）

が死亡した場合又は破産等のやむを得ない事情のある場合で第三者への地位の承継を希望し、

その承継予定の者が交付決定のあった内容で耐震改修等を行う意思のあるときは、市長の承認

を受けてその地位を承継することができる。 

２ 補助事業者は、前項の場合を除き、補助金の交付を受ける権利を第三者に譲渡し、又は担保

に供してはならない。 

３ 補助事業者から地位を承継する者は、地位の承継に関する届出書（様式第６号）により遅滞

なく市長に届け出なければならない。ただし、補助事業者と親子関係にある者については、こ

れを省略することができる。 

（交付申請の取下げ） 

第９条 補助事業者は、その内容又はこれに付された条件に不服があり、交付申請を取り下げよ

うとするときは、当該交付決定の通知を受けた日から２週間以内に、その旨を補助金交付申請

取下届出書（様式第７号）により市長に届け出るものとする。 

２ 前項の規定による申請の取り下げがあったときは、当該申請に係る補助金の交付決定はなか

ったものとみなす。 

（変更承認等） 

第10条 補助事業者は、補助金の交付決定を受けた事業（以下「補助事業」という。）につい

て、内容を変更し、中止し、又は廃止しようとするときは、あらかじめ補助金変更申請書（様

式第８号）により、市長に申請し、その承認を受けなければならない。ただし、交付決定金額

の変更がない場合については、この限りでない。 

２ 前項のただし書の規定により、補助金変更申請の承認を受けない場合において、補助事業費

が変更になる場合は、あらかじめ市長へ報告しなければならない。 

３ 市長は、前項の申請があったときは、速やかにその内容を審査し、変更等の可否を決定し、

補助金変更決定通知書（様式第９号）により当該申請をした補助事業者に通知するものとす

る。 

（事業実施期間の延長） 

第11条 補助事業者は、補助事業が予定の期間内に完了しない場合であって、当該期間の延長が

翌年度にわたるときには、当該年度に属する３月31日までに補助事業実施期間延長承認申請書

（様式第10号）を市長に提出し、承認を受けなければならない。 

２ 市長は、前項の申請があったときは、速やかにその内容を審査し、適当と認めたときは補助

事業実施期間延長承認通知書（様式第11号）により、適当でないと認めたときは補助事業実施

期間延長不承認通知書（様式第12号）により当該申請をした申請者に通知するものとする。 

（実績報告） 

第12条 補助事業者が補助事業を完了したときは、完了の日から起算して30日を経過した日又は

当該年度に属する３月31日のいずれか早い日までに、補助金実績報告書（様式第13号）に、そ

の補助金の区分に応じて次に掲げる関係書類を添えて市長に提出しなければならない。 

(1) 耐震改修設計費補助事業 

ア 改修計画書（様式第３号） 

イ 位置図、配置図、平面図等（改修内容の記載されたもの） 

ウ 耐震改修工事後の想定耐震診断報告書 

エ 耐震改修設計請負契約書（写し） 

オ 耐震改修設計費領収書（写し）。ただし、第13条第５項の規定により補助事業者が補助
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金の受領を耐震改修設計を行った登録設計事務所に委任する場合は、耐震改修設計費内訳

明細書（写し）及び耐震改修設計費が補助金額を上回る場合は、耐震改修設計費から補助

金額を差し引いた金額に係る領収書（写し） 

カ 耐震改修工事費見積書（内訳が記載されているものに限る。） 

(2) 耐震改修工事費補助事業及び移住支援住宅改修工事費補助事業 

ア 改修工事後の耐震診断報告書 

イ 竣工図（当初と実績が比較できる改修内容の記載されたもの） 

ウ 写真（改修工事の内容が確認できるもの） 

エ 工事請負契約書（当初及び変更の写し） 

オ 工事内訳明細書（当初及び実績が比較できるもの） 

カ 工事費領収書（写し）。ただし、第13条第５項の規定により補助事業者が補助金の受領

を耐震改修等の工事を行った登録工務店に委任する場合は、耐震改修等の工事費内訳明細

書（写し）及び耐震改修等の工事費が補助金額を上回る場合は、耐震改修等の工事費から

補助金額を差し引いた金額に係る領収書（写し）。なお、移住支援住宅改修工事費補助金

については登録工務店からの請求書でも代用できる。 

２ 補助事業者は、補助事業が予定の期間内に完了せず、翌年度にわたる場合は当該年度の３月

31日までに補助事業年度終了報告書（様式第14号）を提出しなければならない。 

３ 第６条第２項ただし書の規定により交付申請をした補助事業者は、前項の報告に当たって当

該補助金に係る消費税仕入控除税額等が明らかになった場合は、これを補助金額から減額して

報告しなければならない。 

（補助金額の確定及び交付） 

第13条 市長は、前条第１項の報告があったときは、速やかにその内容を審査し、補助事業の実

施結果が補助金の交付決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認めたときは、交付すべ

き補助金額を確定し、補助金確定通知書（様式第15号）により補助事業者に通知するものとす

る。 

２ 補助事業者は、前項の規定により確定した補助金の交付を受けようとするときは、補助金交

付請求書（様式第16号）により市長に補助金の交付を請求するものとする。 

３ 前項の請求書は、第１項の規定により確定する補助金の額が交付決定金額と同一金額である

場合に限って受け付けること条件として、実績報告書と併せて提出することができる。この場

合において、当該補助事業の内容に則った事業が行われていないときは、その請求書は提出が

なかったものとみなす。 

４ 前項の規定により、請求書を受け付けたときは、第１項に規定する補助金の額の確定通知を

省略することができる。 

５ 補助事業者が、第２項の補助金交付の請求に当たり、その受領を耐震改修設計を行った登録

設計事務所又は耐震改修等の工事を行った登録工務店に委任する場合は、補助金交付請求書

に、確定通知を受けた補助金の代理受領に係る委任状（様式第17号）を添付しなければならな

い。 

（補助金の交付決定の取り消し） 

第14条 市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当したときは、補助金の交付決定の全部

又は一部を取り消すことができる。 

(1) 偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 

(2) 補助事業者が排除措置対象者と認められるとき。 

(3) 補助金を補助事業の目的以外に使用したとき。 

(4) 補助事業の実施方法が不適当と認められるとき。 

(5) 補助事業を中止又は廃止したとき。 

(6) 前各号に掲げるもののほか、補助金の交付決定の内容又はこれに付した条件その他この告

示に基づく命令に違反したとき。 

２ 前項の規定は、補助事業について交付すべき補助金額の確定があった後においても適用があ

るものとする。 

３ 市長は、第１項の規定による取消しをしたときは、補助金交付決定取消通知書（様式第18

号）により補助事業者に通知するものとする。 
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（補助金の返還） 

第15条 市長は、前条第１項の規定に基づき補助金の交付決定を取り消した場合において、補助

事業の当該取消しに係る部分に関し、既に補助金を交付しているときは、期限を定めて、その

返還を命じなければならない。 

２ 市長は、補助事業者に交付すべき補助金額を確定した場合において、既にその額を超える補

助金を交付しているときは、期限を定めて、当該確定した補助金との差額の返還を命じなけれ

ばならない。 

３ 第６条第２項ただし書の規定により交付申請をした補助事業者は、第12条第１項の報告の後

に、当該補助金に係る消費税仕入控除税額等が確定したときは、その金額（同条第３項の規定

により減額して報告した場合は、減額した金額を超える金額）を速やかに消費税仕入控除税額

等報告書（様式第19号）により市長に報告するとともに、当該金額を返還しなければならな

い。 

４ 市長は、前３項の規定により補助事業者に補助金の返還を命じるときは、補助金返還命令書

（様式第20号）により補助事業者に通知するものとする。 

（住宅の処分の制限） 

第16条 補助事業者は、移住支援住宅改修工事費補助事業により取得し、又は効用の増加した財

産を市長の承認を受けないで、四万十市が実施する移住促進事業以外の目的に使用してはなら

ない。ただし、補助事業者又は相続等により当該住宅を所有することとなった者（以下「補助

事業者等」という。）が補助金の全部に相当する金額を市に返納したとき、並びに補助事業の

完了後10年を経過したときは、この限りでない。 

２ 市長は、前項に規定する財産を補助金等の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸

し付け、又は担保に供することを承認しようとするときは、その交付した補助金等の全部又は

一部に相当する金額を市に納付すべきことを命ずることができる。 

（書類の保管） 

第17条 補助事業者等は、補助事業に係る帳簿及び関係書類を整備するとともに、補助事業の完

了した日の属する会計年度の翌年度から起算して５年間保管しなければならない。 

（利子補給制度に係る取扱い）  

第18条 補助対象者は、利子補給制度を利用する場合、第６条の規定による交付申請時に、

【リ・バース60】耐震改修利子補給制度利用対象証明書（以下「利子補給証明書」という。）

の発行を市長に申請しなければならない。  

２ 市長は、前項の申請があったときは、当該申請内容の審査等を行い、利子補給制度の対象

であると 認めたときは、第７条第１項の交付決定通知時に、利子補給証明書を発行するものと

する。 

（その他） 

第19条 この告示に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

 

附 則（令和３年４月１日四万十市告示第38の11号） 

（施行期日） 

１ この告示は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示の施行の日の前日までに、廃止前の四万十市住宅耐震改修等促進事業費補助金交付

規則（平成29年四万十市規則第39号）の規定によりなされた決定、処分、手続その他の行為

は、それぞれこの告示の相当規定によりなされたものとみなす。 

   附 則（令和４年７月19日四万十市告示第76号） 

 この告示は、公布の日から施行する。 

附 則（令和５年３月31日四万十市告示第37の７号） 

 この告示は、令和５年４月１日から施行する。 

附 則（令和６年３月29日四万十市告示第29号） 

 この告示は、令和６年４月１日から施行する。 

附 則（令和７年４月１日四万十市告示第51の７号） 

 この告示は、令和７年４月１日から施行する。 
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附 則（令和８年４月１日四万十市告示第38の10号） 

 この告示は、公布の日から施行する。 

附 則（令和８年７月１日四万十市告示第61の２号） 

 この告示は、公布の日から施行する。 

 

 

 

別表第１（第４条関係） 

補助事

業名 

住宅耐震改修設計費補助事業 住宅耐震改修工事費補助事業 

補助対

象経費

等 

住宅の所有者が登録設計事務所に依頼し

て行った耐震改修設計に要した経費 

住宅の所有者が登録工務店に依頼して行っ

た耐震改修工事に要した経費。 

耐震補強に明らかに寄与しない工事で費用

を分離すべきものは、当該工事を分離して

算定し補助対象経費から除外する。 

段階的耐震改修（１階改修型）を行った住

宅で、追加で補助要件③アに該当する改修

を行った場合は、既に交付を受けた補助額

と補助金限度額1,250,000円との差額を交付

することができる。（注１） 

補助金

限度額 

330,000円以内／戸 1,250,000円以内／戸 

※利子補給制度を利用する場合は 

上限675,000円以内／戸 

補助

要件 

木

造

住

宅

の

場

合 

①耐震診断士が設計するもの ①住宅の所有者が選任した耐震診断士が耐

震改修工事の現場確認等を実施するもの 

②耐震診断士が四万十市木造住宅耐震診断事業の結果、上部構造評点のうち最小の

値（以下「評点」という。）が1.0未満と診断された住宅及び耐震診断士が精密診断

法により診断した結果、評点が1.0未満と診断された住宅にかかるもの。段階的耐震

改修（１階改修型）を行う場合は、１階部分の評点が1.0未満と診断された住宅にか

かるもの。 

③耐震診断士が認定ソフトの精密診断法

により診断し、改修後の評点が1.0以上

となるもの又は県が別に認めたもの 

③次のいずれかに該当するもの 

ア 標準型 

  認定ソフトの精密診断法により診断

し、改修後の評点が1.0以上となるもの 

イ 特殊型 

  アと同等以上の耐震性があると知事が

認めたもの 

ウ 段階的耐震改修（１階改修型） 

   認定ソフトの精密診断法により診断 

し、改修後の１階部分の評点が1.0以上とな

るもの 

④当該設計により改修工事を行うもの。

ただし、やむを得ない事情がある場合

は、この限りでない。 

④補助事業の完了後、10年間は住宅を売却

しないこと。 

非

木

造

住

宅

の

場

①構造設計一級建築士等が設計するもの ①構造設計一級建築士等が耐震改修工事の

現場確認等を実施するもの 

②非木造住宅耐震診断事業又は構造設計一級建築士等による診断の結果、「安全で

ない」と判断された住宅に係るもの 

③耐震改修計画について構造設計一級建

築士等により「安全性」が確認されたも

の 

③耐震改修工事について構造設計一級建築

士等により「安全性」が確認されたもの 
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合 ④当該設計により改修工事を行うもの。

ただし、やむを得ない事情がある場合

は、この限りでない。 

④補助事業の完了後、10年間は住宅を売却

しないこと。 

上記の木造住宅の場合又は非木造住宅の場合に掲げる事項のすべてに該当するもの。 

また、対象となる住宅に、明らかな法令違反がないこと。ただし、耐震改修工事に伴

い、法令違反を是正する場合を除く。 

（注１）住宅耐震改修工事費補助事業の補助対象経費ならびに限度額に関する期限については、

県の要綱に準ずる。 

 

別表第２（第４条関係） 

補助事業名 移住支援住宅改修工事費補助事業 

補助対象住宅 四万十市内に所在し、移住者の居住の用に供することを目的とする空き家

で、集合住宅ではないもの 

入居制限 改修後10年間は以下に該当する者の入居はできないものとする。 

・空き家の所有者又は所有者の３親等内の親族 

・移住者でない者 

補助対象経費等 委託料、工事請負費、備品購入費、需用費、役務費、及び市長が必要と認

めたもの 

補助金限度額 2,700,000円

補助要件 ・補助事業の完了後10年間は、四万十市の実施する移住促進事業に供する

（※）こと。 

・補助事業の完了後、10年間は住宅を売却しないこと。 

・補助事業の完了後、木造住宅については次の耐震基準を満たすこと。 

ア 標準型 

認定ソフトの精密診断法により診断し、改修後の評点が1.0以上となるこ

と。 

イ 特殊型 

アと同等以上の耐震性があると県に認められること。 

・補助事業の完了後、非木造住宅については構造設計一級建築士等により

「安全性」が確認されること。 

・リフォームのみを申請する者は、空家の耐震性を証する書類を提出する

こと。 

※「移住促進事業に供する」とは、補助によって改修した物件を四万十市若しくは四万十市と連

携して移住を支援する団体等が実施する移住支援事業に情報提供及び登録をし、移住者に貸し出

す場合を言う。 


